
「愛知県中小企業基本調査」結果

愛知県産業労働部産業労働政策課

平成２６年３月１７日
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調査概要（目的、調査方法等）

１ 目的
平成２４年１０月１６日の「中小企業振興基本条例」公布・施行を受けて、県内の中小

企業の現状や課題等を把握し、県の諸施策に反映させることを目的に実施。

愛知県中小企業振興基本条例（抜粋）
（施策の推進に係る措置）

第十七条 県は、中小企業の振興に関する施策の推進に当たっては、中小企業者等
の意見の聴取その他の調査により当該施策の実施の状況を把握し、適時に検討を
加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

２ 調査方法等
（１）調査対象

本県に事業所等を置く中小企業者及び小規模企業者※

（２）調査方法
○職員による企業訪問及び企業の来庁時調査等（有意抽出）
○郵送調査（無作為抽出）
○インターネット調査

（３）調査期間
平成２５年４月２６日から１２月２７日

※中小企業者及び小規模企業者については、中小企業基本法上の定義による。
※宿泊業及び娯楽業については、小規模企業活性化法の成立を受けて、小規模企業

者の範囲を弾力化する政令が制定されたため、従業員２０人以下の事業者を小規
模企業者とした。
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調査概要（回答数）

３ 回答数
２，４５８社

※「中小企業」欄の上段は回答企業数、下段は計に占める割合。
※「うち、小規模企業」欄の上段は左の中小企業数の内数、下段はその割合。

中小企業 うち、小規模企業

製造業その他
1,541 665
62.7% 43.2%

卸・小売業
498 199
20.3% 40.0%

サービス業
419 176
17.0% 42.0%

計
2,458 1,040

100% 42.3%
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調査結果（設立年、従業者数）

問１ 企業を設立した年を教えてください。

「昭和３３年以前」が２８％と４分の１超で最も
多い一方、「平成元年以降」も２０％となってい
る。

問３ 会社全体の従業者数を教えてください。

全体の従業者数（個人事業主、家族で無給の
人、有給役員、常用雇用者、臨時・日雇雇用者）
は「２１人以上５０人以下」が２４％と最も多い。

H20年～

3% H10年～

H19年
8%

H元年

～H9年
9%

S54年
～S63年
12%

S44年
～S53年
18%

S34年
～S43年
21%

～S33年
28%

未回答

1%

設立年（N=2,458）

1～5人
17%

6～10人
15%

11～20人
17%

21～50人
24%

51～100人
14%

101～200人
8%

201人以上

5%

従業者数（N=2,458）
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調査結果（資本金又は出資金）

問４ 資本金又は出資金の額について教えてください。

「１，０００万円超から５，０００万円まで」が３７％と最も多く、次に「５００万円超から１，０００万円ま
で」が３１％の順となっている。

無

5%

～100万円

2%

100万円超～

500万円
13%

500万円超～

1000万円
31%

1000万円超～

5000万円
37%

5000万円超

～1億円
9%

1億円超

3%

資本金（N=2,458）
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調査結果（３年前と比較した売上高、営業利益）

問5‐1 ３年前と比較した売上高について教
えてください。

製造業その他では「５％以上の増加」が２７．１％、
卸・小売業、サービス業では「５％以上の減少」が
それぞれ３４．５％、２６．７％と最も多い。

問5‐2 ３年前と比較した営業利益について
教えてください。

全ての業種で「黒字だが利益額は減少」が最
も多く、製造業その他が２８．６％、卸・小売業
が３０．７％、サービス業が３２．５％となってい
る。

0%

10%

20%

30%

40%

売上高（３年前との比較）（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業

0%

10%

20%

30%

40%

営業利益（３年前との比較）（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（海外子会社等）

問6‐1～6‐3  海外に子会社、関連会社、事務所がありますか。また、ある場合、進出の目
的と、進出に当たっての障害について教えてください。

海外に子会社等がある中小企業は、全ての業
種で１０％と少ない。
進出目的は、 「現地市場の開拓・販路拡大」が

１７．１％と最も多く、次に「取引先の海外進出へ
の自主的な追随」が１１．６％の順となっている。

進出の際の障害は、「現地人材の確保・育成」が
１１．９％と最も多く、次に「現地の法制・規制に
関する情報が不足」が１０．９％の順となってい
る。

ある

10%

ない

81%

未回答

9%

海外における子会社等（N=2,458） 0% 5% 10% 15% 20%

コストの低減

取引先の海外進出への自主的な追随

取引からの要請

良質で安価な労働力の確保

現地市場の開拓・販路拡大

日本や第三国への輸出

国内市場の縮小

為替リスクの回避

税制上等の優遇措置

その他

海外進出の目的（N=251、一部複数回答）

0% 5% 10% 15%

現地情報が不足

現地の法制・規制に関する情報が不足

文化・商習慣の違い

提携先・パートナーの発掘

海外投資の資金確保が困難

現地人材の確保・育成

現地での生産・品質管理

日本における社内体制の整備

その他

海外進出の際の障害（N=255、一部複数回答）
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調査結果（産業財産権）

問7  産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）の状況について教えてください。

製造業その他では２６．９％、卸・小売業では１４．１％、サービス業では９．８％が産業財産権を
「取得済み」となっているが、多くの企業が「取得しておらず、申請予定もない」となっている。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

取得済み 申請中 申請を検討中 予定もない 未回答

産業財産権の状況（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（メインバンク、借入申込への対応、借入金の利用制度）

問8‐1～8‐3  メインバンク、借入申込に対する対応、借入金の利用制度について教えてく
ださい。

メインバンクでは、全ての業種で「信金・信組」
が３７％と最も多く、次に「都銀・信託」が３１％
の順となっている。

借入申込を行った企業に対するメインバンク
の対応は、「借入条件の変更なしで申込額ど
おり借りられた」が２３．６％と最も多く、次に
「増額セールスを受けた」が１２．９％の順と
なっている。

借入の際に利用した制度では、「信用保証協
会の保証付き融資」が１９．２％と最も多い。

都銀・信託
31%

地銀・第二

地銀
26%

信金・信組
37%

政府系
3%

農林系
1%

ない
2% 未回答

0.4%

メインバンク（N=2,502、複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

借入申込を拒絶または申込額を減額された

借入条件は厳しくなったが申込額どおり借りられた

借入条件の変更なしで申込額どおり借りられた

借入条件は緩和され申込額どおり借りられた

増額セールスを受けた

借入申込は行っていない

未回答

借入申込に対する対応（N=2,458）

0% 5% 10% 15% 20%

市町村の制度融資

県の制度融資

商工会等のマル経資金

信用保証協会の保証付き融資

政府系金融機関

農林系金融機関

都銀・信託のプロパー融資

地銀・第二地銀のプロパー融資

信金・信組のプロパー融資

ノンバンクの融資

保険会社

その他

利用していない

未回答

借入金の利用制度（N=4,480、複数回答）
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調査結果（設備投資計画と重点分野）

問9‐1  昨年と比べた今期の設備投資計画
について教えてください。

計画があると回答した企業のうち、全ての業種で
「±５％未満」が最も多く、製造業その他が
２３．１％、卸・小売業が１２．４％、サービス業が
１７．９％となっている。

問9‐2  昨年と比べた今期の設備投資計画
の重点分野について教えてください。

計画があると回答した企業のうち、全ての業種
で「設備の更新・補修」が最も多く、製造業その
他が３４．５％、卸・小売業が２６．６％、サービス
業が３２．２％となっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

20％以上の増加

5％以上の増加

±5％未満

5％以上の減少

20％以上の減少

計画はない

未回答

今期の設備投資計画

（対前期比）（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業

0% 10% 20% 30% 40%

生産設備の新設

生産能力の増強

設備の更新・補修

合理化・省力化

店舗等の新設・改装

環境対応

IT化

その他

未回答

今期の設備投資計画の重点分野

（対前期比）（N=2,094、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（小規模企業者等設備導入資金制度）

問9‐3  小規模企業者等設備導入資金制度について教えてください。

製造業その他では「制度は知っているが利用したことはない」が３７．７％と最も多く、卸・小売業、サー
ビス業では「制度は知らないし、利用する予定もない」がそれぞれ５０．４％、４４．２％と最も多い。

※小規模企業等設備導入資金制度とは・・・
信用力や資金調達力が脆弱である従業員規模20人以下（商業・サービス業は5人以下）の小規模企業者等の創

業及び経営基盤の強化に必要な設備導入を促進するため､小規模企業者等設備導入資金助成法に基づき、設備
資金の無利子貸付及び設備貸与を実施するもの。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用したことがある

制度は知っているが利用したことはない

制度は知らないが、利用してみたい

制度は知らないし、利用する予定もない

未回答

小規模企業者等設備導入資金制度について（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（今後の事業見通し）

問10  今後の事業見通しについて教えてください。

全ての業種で「現状規模で継続」が最も多く、製造業その他が６９．２％、卸・小売業が６６．９％、
サービス業が５８．５％となっており、次に「事業規模の拡大」が同２３．４％、２１．９％、３７．２％の
順となっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

事業規模の拡大

現状規模で継続

事業規模の縮小

休・廃業

他社に事業を譲渡する予定

その他

未回答

今後の事業見通しについて（N=2,458）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（経営上の問題点）

問11  直面している経営上の問題点について教えてください。

製造業その他、サービス業では「同業者との競争激化」がそれぞれ１０．４％、１３．６％、卸・小売業で
は「需要の低迷」が１１．２％と最も多い。

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

大企業との競争激化

同業者との競争激化

需要の低迷

需要の変化

販売価格の低下

販売価格の値上げ困難

原材料の不足・価格の上昇

仕入れ先・販売先の減少

取引先からの値下げ要請

販路開拓の難しさ

人材の不足

従業員の過剰

後継者の不足

技術承継の難しさ

技術力の低下

電力安定供給の不安

新商品・サービスの不足

資金繰りの悪化

債務の過剰・金利負担の増大

設備（店舗等）の老朽化

為替の変動

IT化の遅れ

その他

特になし

未回答

経営上の問題点（N=9,868、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（経営戦略、新規事業分野）

問12  今後取り組むべき経営戦略について
教えてください。

製造業その他、サービス業では「人材育成・確
保」がそれぞれ１８．３％、２０．４％、卸・小売業
では「販路開拓」が２０．１％と最も多い。

問13  新規事業として取り組みたいと考え
ている分野について教えてください。

新規事業を考えている企業のうち、製造業そ
の他、卸・小売業では「環境関連」がそれぞれ
１６．２％、１０．６％、サービス業では「健康・
医療福祉・介護関連」が１０．６％と最も多い。

0% 5% 10% 15% 20% 25%

新分野への進出

新商品・新サービスの開発

新技術の導入

国際化への対応

販路開拓

資金調達の円滑化

経営組織の見直し

外部組織との連携

人材育成・確保

設備投資の拡大

事業の再構築

知的財産戦略の構築

商品等のブランド強化

その他

IT化への対応

特になし

未回答

今後の経営戦略（N=7,174、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境関連

IT関連

エネルギー関連

ナノテクノロジー関連

ロボット関連

航空・宇宙関連

健康・医療福祉・介護関連

バイオ関連

人材サービス

対事業所サービス

生活支援サービス

農業・食品

その他

特に考えていない

未回答

新規事業分野（N=3,413、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（従業員確保）
問14  従業員の確保の方法について教えてください。

全ての業種で「中途採用で正社員を確保している」が最も多く、製造業その他が３３．５％、卸・小売
業が２７．６％、サービス業３２．４％となっており、次に、製造業その他では「新規採用で正社員を確
保している」が２２．２％となっている一方、卸・小売業、サービス業では「パート・アルバイトで補って
いる」がそれぞれ２６．２％、２４．４％となっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

新規採用で正社員を確保

中途採用で正社員を確保

派遣社員で補っている

パート・アルバイトで補っている

外国人研修生で補っている

確保したいができていない

そもそも採用していない

その他

未回答

従業員の確保の方法（N=4,198、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（人材育成の方法）

問15  人材育成の方法について教えてください。

小規模企業を除く、中小企業では「OJTを実施」が２２．５％と最も多く、次に「社内研修を実施」が
２１．１％、「業界団体の研修会に参加」が１５．３％の順となっている。
小規模企業では「何もしていない」が２５．１％と最も多く、次に｢自己啓発・自己研鑽を奨励」が
１７．１％、「社内研修会を実施」が１３．８％の順となっている。

0% 10% 20% 30%

OJTを実施

社内研修会を実施

業界団体の研修会に参加

民間の教育機関が実施する研修会に参加

公的機関主催の研修会に参加

他社へ派遣

自己啓発・自己研鑽を奨励

その他

何もしていない

未回答

人材育成の方法（N=3,310、複数回答）

（小規模企業を除く、中小企業）

0% 10% 20% 30%

OJTを実施

社内研修会を実施

業界団体の研修会に参加

民間の教育機関が実施する研修会に参加

公的機関主催の研修会に参加

他社へ派遣

自己啓発・自己研鑽を奨励

その他

何もしていない

未回答

人材育成の方法（N=1,453、複数回答）

（小規模企業）
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調査結果（仕事と生活の調和の取組）

問16  仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取り組みについて教えてください。

製造業その他、サービス業では「社員の現状、ニーズ把握の実施」がそれぞれ１７．１％、１７．３％、
卸・小売業では「何もしていない」が２７．７％と最も多い。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

方針、メッセージの明確化

社員の現状、ニーズ把握の実施

ノー残業デーの実施

年次有給休暇の取得促進

フレックスタイム制の実施

育児・介護に係る休業制度や短時間勤務制度の社内理解の促進

休業者への情報提供や復職サポートの実施

事業所内保育、託児施設の検討、設置

メンタルヘルス対策の実施

社員の自己啓発支援

その他

何もしていない

未回答

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取組（N=4,229、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（産業労働支援機関との関わり）

問17  産業労働支援機関からの支援や連携といった関わりの有無について教えてください。

全ての業種で「商工会・商工会議所」が最も多く、製造業その他が３１．５％、卸・小売業が３６．９％、サービ
ス業が３４．２％となっており、次に「関わりはない」が同１３．６％、２６．５％、２７．７％の順となっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

あいち産業振興機構

名古屋産業振興公社

愛知県中小企業団体中央会

愛知県商店街振興組合連合会

名古屋市商店街振興組合連合会

愛知県観光協会

商工会、商工会議所

中小企業基盤整備機構中部支部

科学技術振興機構

愛知県発明協会

産業技術総合研究所中部センター

日本貿易振興機構

科学技術交流財団

愛知・名古屋国際ビジネス・アクセス･センター

愛知県労働協会

愛知県職業能力開発協会

その他

関わりはない

未回答

産業労働支援機関からの支援、連携といった関わり（N=3,776、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（経営の相談先、研究開発の連携先）

問18  経営に関する外部の相談先につい
て教えてください。

全ての業種で「税理士・会計士」が最も多く、製造業
その他が４２．６％、卸・小売業が４３．５％、サービ
ス業が４１．２％となっており、次に「金融機関」が同
１８．４％、１２．９％、１２．８％の順となっている。

問19  研究開発などに関する外部の連携
先について教えてください。

製造業その他では「連携はできていない」が
２１．５％、卸・小売業では「必要性は感じてい
ない」が２６．７％、サービス業では「同業種の
企業」が２７．０％と最も多い。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

税理士・会計士

同業者

取引先

産業支援機関

行政機関

親類縁者

金融機関

民間の経営コンサルタント

その他

特に相談しない

未回答

外部の相談先（N=4,739、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業

0% 10% 20% 30%

同業種の企業

異業種の企業

産業支援機関

公設試験研究機関

大学・高専

中小・ベンチャー企業

大企業

連携はできていない

必要性は感じていない

その他

未回答

研究開発などの外部連携先

（N=3,094、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（県の産業労働施策の利用状況(1)）

問20‐1  本県の産業労働振興施策の
利用について教えてください。

「利用したことがある」は２５％、「利用し
たことがない」は７３％となっている。

問20‐2  問20‐1で「利用したことがある」と回答した
産業労働振興施策について教えてください。

製造業その他では「融資制度による金融支援」が１４．３％、
卸・小売業、サービス業では「商工会等による経営改善普及
事業」がそれぞれ２８．７％、２８．０％と最も多い。

利用したこと

がある

25%

利用したこと

がない

73%

未回答

2%

産業労働施策の利用の有無

（N=2,458）

0% 10% 20% 30%

制度融資による金融支援

補助金による事業支援

委託金による調査、研究

商工会等による経営改善普及事業

あいち産業振興機構による経営支援

経営革新計画、経営資源活用新事業計画の認定

あいち産業科学技術総合センターによる技術支援

海外展開支援

産学連携・企業間連携のマッチング・コーディネート

産業財産権の支援

展示会の出展支援

企業誘致、企業立地支援

中心市街地の活性化、商店街の振興支援

各種セミナー・シンポジウムへの参加

労働相談

高等技術専門校などによる職業訓練、人材育成

その他

未回答

利用したことがある産業労働施策

（N=1,239、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（県の産業労働施策の利用状況(2)）

問20‐3  問20‐1で「利用したことがない」と回答した理由について教えてください。

小規模企業を除く、中小企業では「施策の情報がない」が２６．３％と最も多く、次に「利用できるかどう
か分からない」が２５．４％、「必要がない」が２５．１％の順となっている。

小規模企業では「必要がない」が３０．８％と最も多く、次に｢施策の情報がない」が２４．６％、「利用で
きるかどうか分からない」が２２．２％の順となっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

施策の情報がない

利用できるかどうか分からない

手続きが煩雑そう

役に立たない

利用したい施策がない

必要がない

その他

未回答

利用したことがない理由（小規模企業を除く、中小企業）

（N=1,141、複数回答）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

施策の情報がない

利用できるかどうか分からない

手続きが煩雑そう

役に立たない

利用したい施策がない

必要がない

その他

未回答

利用したことがない理由（小規模企業）

（N=837、複数回答）
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調査結果（重点的な実施を期待する県の産業労働施策）

製造業その他､サービス業では「雇用に対する補助金」がそれぞれ１０．４％､１０．５％と最も多く､次に
「人材育成・確保の支援」が９．３％､９．１％､「販路開拓の支援」が８．９％､８．３％の順、卸・小売業では
「販路開拓の支援」が９．６％と最も多く､次に「資金調達の円滑化」が８．９％､「人材育成・確保の支援」
が８．２％の順となっている。

問21  今後、県に重点的に実施してもらいたい産業労働施策について教えてください。

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

販路開拓の支援

新商品・新サービス開発の支援

新技術開発の支援

異業種交流の支援

産学行政連携の支援

空き店舗等の情報

商店街活性化の支援

観光の推進

起業・創業の支援

IT化の支援

資金調達の円滑化

経営相談体制の強化

セミナー等の開催

事業承継の支援

人材育成・確保の支援

雇用に対する補助金

見本市等の出展支援

海外展開の支援

規制緩和

国等の施策情報の提供

事業再生の支援

M&Aの支援

省エネルギー化の支援

大企業との取引の適正化

知的財産権の取得等の支援

税制優遇策の拡充

その他

特にない

未回答

県に重点的に実施してもらいたい産業労働施策（N=7,295、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（支援制度の情報収集、社会貢献活動）

問22  県等の支援制度に関する情報収
集について教えてください。

全ての業種で「何もしていない」が２７．５％と最も
多く、次に「広報誌、機関誌等」が１５．０％、「業界
団体からの紹介」が１２．９％の順となっている。

問23  社会貢献活動について教えてください。

全ての業種で「地域イベントへの参画（祭り等）」
が２１．２％と最も多く、次に「まちづくり活動（防
犯防災等）」が１８．０％、「小中高校生の職場体
験の受入」が１３．６％の順となっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

広報誌、機関誌等

新聞

ホームページ

メールマガジン

職員からの情報提供

業界団体からの紹介

知り合いからの口コミ

その他

何もしていない

未回答

情報収集方法（N=3,433、複数回答）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

まちづくり活動（防犯防災等）

地域イベント（祭り等）

会社施設の地域への開放・提供

地域人材の積極的な雇用

小中高校生の職場体験の受入

地域活動を実施する団体への加入

大学生のインターンシップの受入

NPOとの共同事業

その他

何もしていない

未回答

地域貢献活動（N=4,683、複数回答）
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調査結果（経営上影響を受ける経済・社会環境の変化）

問24  経済・社会環境の変化で、経営上影響を受けそう、または、影響を受けているもの
について教えてください。

製造業その他では「原油・素材価格の高騰」が１６．３％と最も多く、次に「産業の空洞化」が１２．７％、
「市場の変化（ニーズの多様化）」が１１．１％の順、卸・小売業では「少子高齢化の進展」が１７．３％と
最も多く、次に「市場の変化（ニーズの多様化） 」が１３．７％、「原油・素材価格の高騰」が１３．０％の

順、サービス業では「少子高齢化の進展」が１４．５％と最も多く、次に「税制・行財政改革の進展（消費
増税等）」が１３．８％、「市場の変化（ニーズの多様化） 」が１２．５％の順となっている。

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

グローバル化の進展

少子高齢化の進展

地球環境への配慮

産業の空洞化

原油・素材価格の高騰

市場の変化（ニーズの多様化）

金融環境の変化

税制・行財政改革の進展（消費増税等）

規制緩和の進展

海外との経済連携の進展

技術革新の進展

IT化の進展

労働市場の変化

取引構造、流通システムの変化

その他

未回答

影響が懸念される経済・社会環境の変化（N=7,310、複数回答）

製造業その他 卸・小売業 サービス業
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調査結果（県に対する意見、要望）

問25  県に対する御意見、御要望について御記入ください。

○現場を直接見たり、課題を聞く場を増やしたら、生の声が伝わっていく。

○情報提供をさらに進めてほしい。よい施策があっても知らないことが多い。

○県の相談窓口がわかりにくく相談しにくい。

○製造業に対する支援制度は充実しているが、卸売業や小売業、サービス業
に対しての優遇制度があまりないように思われる。

○小規模企業への施策をお願いしたい。

○申請手続等の書類作成のハードルが高いので困難さを感じている。

○信用保証協会の利率の下げ、あるいは優遇利率をお願いしたい。

○当社はパート従業員が多く被扶養者になっていることから、年間収入を抑え
るため、秋頃から労働時間の調整が行われる。できれば被扶養者の収入の
枠を拡大してほしい。


